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○青少年育成支援施策の背景

　【国の動き】　次世代育成支援対策推進法の制定（平成１５年）

　　・「家庭及び地域を取り巻く環境の変化にかんがみ、次世代育成支援対策に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、事業主及び国民の責務を明らかにする」
　　　「地方公共団体には、次世代育成支援対策を総合的かつ効果的に推進する義務」がある。
　【府の動き】　こども・未来プラン（府次世代育成支援行動計画）の策定（平成１７年）
　　・次世代育成支援対策推進法及び府青少年健全育成条例に基づく青少年施策の実施についての総合的計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　「青少年が自立した個人として、夢と創造性を育むことができる社会づくりの実現」を図る。

○青少年育成支援施策の必要性

　　　「青少年が就業し、自立した個人として社会の一員や次代の親となるため、学校教育や地域での様々な体験活動を通じて、チャレンジ精神や創造性を育む」

　　そのため以下のような施策を展開
　　①　青少年の健全育成

　　　　・子どもの自尊心・主体性・創造性を育む

　　　　・青少年の能力を発揮できる機会の充実

　　　　・子ども自身のたくましい力の育成

　　②　青少年が健やかに育つ環境づくり

　　　　・有害環境の浄化や子どもの安全見守り機能の強化

　　③　青少年の立ち直り支援

　　　　・相談・補導体制の充実
　（参考）　大阪の少年非行
　　　・平成１９年中に検挙・補導された刑法犯少年は１０８８６人で５年ぶりに全国１位。2位：１０５３１人（東京）

　　　・全体の４６．７％が中学生。低年齢化が進行。（全国平均３６．３％）

　　　・刑法犯少年の再犯率も３４．２％　（全国平均30.3％）　

　　　・不良行為で補導された件数は３５万件で過去最高
【チャイルドサポート推進事業】　要求額：3,456千円
　　○少年の非行予防・犯罪被害予防
　　　　・行政・警察・教育委員会の三者連携で、小学校高学年（主に5年生）のクラス単位・授業形式での「非行防止・犯罪被害防止教室」を実施するもの。全国的にも先駆的な事業。
　　　　・大阪の少年非行や少年の犯罪被害が深刻化する中、非行予防と犯罪被害予防のため非常に有効な事業として、府内の教育現場から支持を受けている。

　　　　・19年度時点での府内小学校における授業実施率81.7％（クラス別）を、20年度時点で100％にすることをめざす。
　（効果）

　○学校現場からの高い評価

◇小学校教員　1,552名から、警察や少年非行に携わる職員から授業を受けることの意味の重さについて、多くの声が寄せられている。
・「学校教育では伝えきれない『犯罪・非行の重大さ』を、人形劇や寸劇を取り入れ、わかりやすく児童に届けるための効果的な授業である」

・「私たち教師が話すよりも説得力をもって伝わる」

◇18年度から開始したこの事業を定着させることで、小・中学生の非行増加の伸びの抑制につながるという声が多く、学校教育の現場から継続的な実施が強く期待されている。

【財団法人　大阪府青少年活動財団】
○青少年健全育成施策の担い手
　・青少年活動財団は、昭和41年に青少年の健全育成活動を振興し、心身ともに健康な青少年の育成を図ることを目的として設立。
　・財団では、人間関係作りトレーニング（ＮＯＳ／ＨＲＴプログラム）や、非行立直り、不登校引きこもり支援（自立支援事業）、青少年団体のネットワークの中核機能など様々な役割を有している。

・今後、財団の清算に向けた労働法制などの検討を行うとともに、他の出資法人を含めた廃止に係る課題に対する府の整理方針との整合が必要。
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〔改革PT試案〕


（公の施設）　・青少年会館（大阪市）は、廃止（平成20年度中実施）


　　　　　　　　　・羽衣青少年センター（高石市）は、民営化（平成21年度中結論）


　　　　　　　　　・総合青少年野外活動センター（能勢町）は、廃止（平成22年度末実施）


　　　　　　　　　・青少年海洋センター（岬町）は、存続、運営の一層の効率化


　　　　　　　・青少年海洋センターファミリー棟（岬町）は、民営化（平成22年度中結論）





（出資法人）　・（財）大阪府青少年活動財団は、平成22年度末を目途に廃止。


　　　　　　　　・（財）大阪府マリーナ協会は、平成20年度中に民営化。　


　


（事務事業）　・全事務事業（29事業：514,718千円）のうち、チャイルドサポート推進事業をはじめとする12事業（55,156千円）が廃止。　　　　　　　　





部局長と改革PTの議論資料
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